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▲

令和９年度４月入園　幼稚園・保育園・認定こども園の入園申し込みを受け付けます�
問  保育園・認定こども園＝各園または幼児保育課（☎025-520-5720）、幼稚園＝各園または学校教育課（☎025-545-9244）

●申込期間
　保育園・認定こども園（２・３号認定）：
　　　　　　　　　９月１日㊋～10月31日㊏
　幼稚園・認定こども園（１号認定）：
　　　　　　　　　９月１日㊋～各園で定めた期間
●申し込み	
　第一希望の園で申込書類を受け取り、園へ直接申
し込んでください。
　園一覧については、各園にある申込書類または市
ホームページで確認してください。
　なお、保育園と認定こども園（下表の２・３号認
定の場合）の各定員を超えた場合は、市が選考を行

い、他の入園先をあっせんします。また、在園児の
進級に伴い定員に達するクラスは、入園申し込みを
受け付けられないことがあります。
●利用のための認定（教育・保育給付認定）
　保育園などの利用に必要です。
　子どもの年齢と、認定こども園や幼稚園での教育
を希望するか、保育園などでの保育を必要とするか
によって１号・２号・３号の認定を行い、その区分
に応じた施設を利用できます。
　詳しくは、各園にある申込
書類または市ホームページで
確認してください。

●施設の種類と教育・保育給付認定区分
認定区分

施設の種類

３歳以上 ３歳未満
教育を希望
１号認定

保育が必要
２号認定

保育が必要
３号認定

保育園 － ○ ○
認定こども園 ○ ※ ○ ○
幼稚園 〇 ※ － －

※�１号認定で保育を必要とする事由に該当する場合は、
教育時間を超えた預かり保育料が無償となります。

※�「保育を必要とする事由」に該当する場合でも、
認定こども園・幼稚園の教育（１号認定）を受け
ることができます。

詳しくは

▲

ガス水道局などからのお知らせ�

使用量区分 １㎥当たりの単価（税込）
０～25㎥ 142.68円

26～150㎥ 139.62円
151㎥以上 136.92円

前月検針分に比べ１㎥当たり2.14円の値下げとなります。
※基本料金は変わりません。

●９月分の都市ガス料金
　原料費調整制度による９月分の都市ガス料金（一
般契約料金）は、４月～６月のLNG等平均原料価格（貿
易統計値）による調整を行ったほか、国の補助金を
活用して１㎥当たり18円を値引きします。
問ガス水道局総務課（☎025-522-5518）

●11月30日㊊まで ｢ガスと暮らしの安心｣ 運動を
実施中

　ガスを安心かつ快適にお使い
いただけるよう、ガス設備やガ
ス機器の使用および維持管理の
方法をお伝えしています。
○ガス安全・安心のポイント
・ガス機器の使用中は、必ず換気
・安心を見守る警報器の設置・交換
・�古くなったガス機器は、安全型（不完全燃焼防止

装置付きなど）に交換
・ガス機器とガス栓は、正しく接続
・�敷地内に埋設されている古いガス管

の入れ替え
問ガス水道局供 給計画課（☎025-
522-5515）

●９月10日は「下水道の日」
　～衛生的な暮らしを守り災害を防ぐ下水道～
○下水道の役割
①�公衆衛生の向上…汚水を下水道管で処理場に運び、

きれいな水に処理してから川や海に戻すことで、
まちの衛生を保ちます。

②�大雨による災害の防止…大雨による浸水被害を軽
減するために雨水管や排水ポンプを整備し、雨水
を排水しています。
○市民の皆さんへのお願い
・下水道の正しい使用　
　台所やトイレなどの排水管に、油や野菜くず、ティッ
シュペーパーなどの水に溶けないものを流すと、下
水管の詰まりや機械の故障の原因になります。
・下水道への接続
　下水道の整備が終わったら、おおむね１年以内（く
み取り式トイレを使用の場合は３年以内）に下水道
への接続をお願いします。
・水害への備え
　内水ハザードマップや排水路の水位情報を提供し
ていますので、日頃からの備えに活用してください。
○下水道センターの施設見学・出前授業を随時受付中
　総合学習などに活用してください。
問汚水について＝ガス水道局下水道課（☎025-
522-5516）、雨水について＝雨水施設
課（☎025-520-5795）、見学・出前
授業について＝ガス水道局下水道課下
水道センター（☎025-543-6110）

詳しくは 詳しくは

保育を必要とする事由
　全ての保護者が、次の「保育を必要とする事由」のい
ずれかに該当することが必要です。
①�月48時間以上の就労（育児休業中で令和９年５月１日

までに職場復帰する人も含む）
②�妊娠中（原則として産前８週（多胎妊娠は産前14週））

であるか、産後８週以内
③保護者の疾病・障害
④�同居または長期入院などをしている親族を常時介護・

看護している
⑤災害復旧の期間中
⑥求職活動（起業準備を含む）
⑦就学（職業訓練校などにおける職業訓練を含む）
⑧虐待やDVから子どもを保護する必要がある


